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                              Abstract

Thls paper aims to evaluate the relevancy of the content and methods of secretarial education

to company human resource development． expectations． Research conducted on company

training programs for young women just entering the workforce shows that 1）companies are

becomlrlg more positive toward training new wornen employees，2）most new． fem．ale workers

are totally， or partly， trained together with their male counterparts，3）women are taught more

than just human re至ations and basic skills such as manners but are encouraged to develop

critical thinking skills as well． Finally the author concludes that there is still room for further

improvement in secretarial educatiorl in terms of both curriculum and teaching methods．

                         1．はじめに

 本研究の目的は、企業におげる女子新入社員の能力開発の実態から、女性労働者に求められる能

力を探り、秘書教育内容に反映させることである。

 今日的な企業内教育は第二次世界大戦後にスタートしたといわれているD。当時、品質面におけ

る欧米との格差を是正するため、技術面のみならず、管理面および生産体制面での技能の導入が行

われた。まず経営者、管理者、監督者を対象とした訓練フ．ログラムが導入され、企業内教育の必要

性が広く認められるようになった。そして、様々な職階・職務に応じた教育が、長期雇用政策に基
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つく人事単制度によって支えられ、普及していった。

 その後、企業環境や生産形態の変化に伴い、年功序列制と対立する概念である能力主義が台頭す

るにつれ、企業内教育にも変化が見られるようになった。労働者が、自分で自分の能力を開発する

という自己啓発も教育訓練の一環として促進されるようになって、今日に至っている。

 日本経営者団体連盟と日本産業訓練協会が1957年からほぼ5年毎に実施している企業内教育につ

いての総合調査（以下「日産訓調査」）によれば、「女子社員の能力開発」が独立した調査項目とし

て初めて取り上げられたのは、1989年度調査においてであった。企業における体系的な女子社員の

能力開発の歴史は、スタートして間がない状態であるといえる2）。

 一方、秘書教育は、垣見（1993）で概観したように、量：的拡大から、質的充実への時代を迎えて

いる。それに呼応して近年、秘書機能の再検討に関する研究が、日本秘書学会などで盛んに報告さ

れている。大宮は、森脇モデルを踏まえて秘書の機能を、上司の日常業務活動の補佐をする「派生

的補佐機能」と、主体的に創造的に補佐活動を行う「自生的補佐機能」に分けている3）。そして、前

者にはcoordinative function、後者にはcreative functionが重要になると述べている。また今林

は、組織論のアプローチからpersonal managerとしての秘書能力を論じ4）、川村はシステム論的ア

プローチから、上司と秘書を協働システムとして捉え、そのシステムを運営していく機能をパート

ナーシップ活動に求めている‘）。秘書機能の見直しに伴い、様々な教育方法が開発、実践されてい

る。昨年6，月の日本秘書学会第13回全国大会の統一論題が「秘書研究の新方向をひらく一能力開発

との関連を中心に一」であったのは、これらの動きにマヅチしたものであったと言えよう。

 本学における秘書教育は、地方都市という立地条件や求人の内容を考慮に入れ、広い意味での

「社会人準備教育」の役割を担ってきている。筆者の所属する英語英文科では1994年4月に、従来

の「秘書士」教育に加えて、「上級秘書士」教育をスタートさせた。履修制限のない「秘書士」課程

に対して、「上級秘書士」課程では、1年次の全履修科目の成績のうち「可」が三分の一を越えな

い、という履修条件を設けているが、これは、学生側の意識付けと秘書教育の一層の質的充実を目

指したものである。教育内容の点検・評価が常に行われなくてはならないが、そこには、学生や教

育者の視点と共に、企業の視点も不可欠である。そこで本稿では、女子新入社員教育に関するアン

ケート調査の結果から、企業における能力開発の実態を把握し、そこから、秘書教育の方向性につ

いての示唆を得ることを試みる。

皿．調査の概要と回答企業の属性

2－1．調査の概要

筆者は、本学の研究助成金を受けて、1991年に中国地方の企業の人事担当者を対象にアンケート
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調査を実施した。その概要は以下のようであった。

〈1次調査〉調査時期：1991年2月～3月

      調査対象：本学に求人票を寄せた岡山、広島の企業を中心とした700社

      調査方法：質問用紙郵送、返信封筒により回答回収

      有効回答数：374社（53．4％）

      調査内容：①1990年度の女子新入社員対象企業内教育の実態

           （通信教育や集合研修の実施時期、形態、期間、内容など）

          ②短大教育に望む点、女子新入社員を教育して感じる点

〈2次調査〉調査時期：1991年7月～8月

      調査対象：1次調査の回答企業の一部

      調査方法：電話による聞き取り調査

      有効回答数：374社（100年春

      調査内容：集合教育の職種別期間など、1次調査回答内容の詳細

 1次調査では、女子新入社員を教育して感じる点、短期大学教育に期待する点なども自由記述し

てもらったところ、多くの示竣に富んだ率直な意見が寄せられ、その内容から、現在の「秘書士」

教育課程内容が概ね企業のニーズに対応できるものであることが検証された。詳細は、垣見（1993）

r英語系学科における秘書教育」で報告済みである。

 女子新入社員教育に関する1次調査、2次調査の結果の一部は、1992年10月に日本秘書学会中

国・四国ブロック研究会において、口頭で報告済みであるが、本稿では、その内容を含む調査結果

を考察することによって、これからの秘書教育の方向を探る。

2－2．回答企業の属性

 まず回答企業374社を業種別に見ると、図1－1のようであった。卸売・小売の35％を始めとし

て、全体の4分の3を第三次産業が占めていることは、サービス業従事者が多い、卒業生の進路分

布を色濃く反映しているものと考えられ

る。業種分類の「金融・証券」には保険会

社を含めている。

 従業員規模別では、図1－2のように300

人未満の企業と300人以上の企業がおよそ

半々である。「100人～299人」が最も多く

建設、不動産

食品、繊維

電気石油機械

その他製造
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情報、マスコミ
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約3分の1以上を占め、次いでrlOOO人～

4999人」が4分の1近くを占めている。

 業種と規模との関連を見ると、1000人以

上の規模が最も多いのは「金融・証券

（49％）」であり、300人未満の企業が多

かったのは、「建設・不動産（66．7％）」「情

報・マスコミ（61．1％）」「卸売・小売

（59。8％）」「食品・繊維（55．3％）」であっ

た。（5％レベルの有意差）

 また、約4割の企業で女性比率が40％を

越えている。（図1－3）業種との関連で

は、「金融・証券」「食品・繊維」の女性比

0 50 100

（単位1社）
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9人以下＝i：i
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図1－3 女子社員比率別回答数

が比較的高く、逆に、「建設・不動産」「電気・石油・機械」「その他製造」が比較的低い。（0．1％レ

ベルの有意差）

 また、入社式は、全体の7割の企業が4月1日から7日までの問に行っているが、4分の1は3

月中に行っている。女性比率が高くなるほど入社式を早くする企業が多くなる傾向が見られる。

（1％レベルの有意差）

 回答率の高さは、調査時点で人手不足感を持っていた企業の求人意欲の高さを示しているものと

考えられ、上記の回答企業属性は本学の卒業生の就職先分布を反映しているものとも推測できる。

地方の企業の採用意欲が最低であるといわれる今日、もし同様の調査をしたとすれば、恐らく回答

企業の従業員規模は縮小しているであろうと思われる。

皿．調査の結果

3－1．女子新入社員教育の形態

 女子新入社員教育を男子と一緒に実施しているか、或は単独で実施しているかは、それぞれの企

業が女子社員をどう育てようとしているかを推し量るためのひとつの材料となる。

 図2－1によれば、男女合同で実施した企業は全体の半数を上回っており、予想を越えて多かっ

                                   （単位：％）た。、部分的に合同で実施した企業を含める                    0         20         40         60         80         10

と、8割が何らかの男女共通の教育を実施                    臨廉鴛
                                      3三好の騨冒
していることになる。r金融・証券」企業                  園NA

や5000人以上の企業では女子単独の比率が     図2－1 女子新入社員教育実施形態
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比較的高くなっているが、合同教育の実施

比率は、全般的に筆者の予想を越えて高

かった。このことは、男性と同様に女性の

能力を育てようとする経営者の意欲の表れ

であると解釈できるのではないだろうか。

 同時期に行われた日産訓調査6）の報告書

も「女子社員の能力開発」と「新入社員の

定着化教育」が注目されていると述べてい

る。同調査では、約7割の企業が「男女社

員に対する教育機会を同じにしている」あ

るいは、「女子社員の教育を強化している」

と答えているが、この傾向は中国地方を主

な対象とした本調査の結果にも見られるよ

うである。
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3－2．通信教育

 通信教育の内容は、卒業生からの聞き取

りによれば、社内報や業，界情報誌の発送に

とどまるものから、テキストを官財も送っ

てレポート等の課題を与えるものまで、か

なり幅があるようである。

 調査の結果、回答企業の約34％が女子新

入社員に対して通信教育を実施しているこ

とが分かったが、これは、日産訓調査にお

ける、女子社員対象の通信教育実施率と奇

しくも一致している。図3－1から、従業

員規模に応じて実施率が高くなる傾向が読
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図3－1 通信教育回数（規模別）

み取れる。「300人～499人」規模で実施企業および実施回数が比較的多くなっているのは、中規模企

業の女子社員教育に対する積極的な姿勢の表れであるのかもしれない。

 また、図3－2から「銀行・証券」の実施率が群を抜いて高いことが分かる。銀行や信用金庫で

は、銀行業務検定協会などによる共通の通信教育プログラムが整備されており、新入行員に限ら

ず、経験年数に合わせた教育を受けられる教育システムができているそうである。また、保険会社
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や証券会社では、業務に支障をきたさない

ためには、段階を追って様’々な国家試験や

業界試験をクリアしなければならない。第

1段階の試験を入社前に実施する企業もあ

る。これらの業種の企業にとって、通信教

育は、卒業式前後の比較的ゆとりのある期

間を有効に利用して、専門知識を習得して

もらう格好の準備教育となっているのであ

ろう。事実、調査では、実施企業全体の7

割以上が通信教育を入社前に行っている。
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3－3．集合研修

 集合研修は、OJT（on－the－job－training）

に対してOFFJT（off－the－lob－training）と

呼ばれる教育形式の一つで、多数の社員を

集めて行われる。新入社員教育の最重点手

法として用いられており、集合教育とも呼

ばれている。同坐3のように、全体の約

84％の企業が集合研修を実施しており、約

52％が男女合同である。

 業種別では「金融・証券」、規模別では

「5000人以上」の実施率が約95％と最高で

ある。実施企業の半数が社内、社外の両方

の施設を用いている。社外では、寺、商工

会議所、専門の研修機関、国内外の観光地

などで実施されているようである。
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 入社前実施が多い通信教育とは逆に、集合研修は入社後に実施されることが多く、実施企業の

94％が入社後に実施している。また、34％は入社前と後に実施している。

 入社前の集合研修は、オリエンテーションとして、内定後の呼び出しや食事会なども含まれてい

る可能性がある。2月、3月に行われる集合研修は、宿泊研修や海外研修などの場合もある。実施

企業の84％が1回のみ行っており、46％が4日以上実施している了）。長い例としては、入社前に2週

間、実質10日間の集合研修を実施したホテルや、7泊8日の研修を実施した旅行会社がある。最長

一200一



企業における女子新入社員教育：秘書教育への示唆

は15日であった。

 8割の企業が実施している入社後の集合研修には、入社直後の導入研修、3、4ヵ月後のフォ

ローアップ、その間を埋めるつなぎ研修などがある。導入研修は半日から半年までまちまちであ

る。フォローアップ期間は1、2日が多く、導入研修の確認と、実務経験した後、改めて基本に帰

らせる効果も意図されている。導入研修のみの企業が36％であるが、3回または4回実施の企業も

それぞれ1割あった。5回以上は僅かであった。日数は入社前と比べてかなり多くなっている。全

体の4割が6日以内であるが、25日を越える企業も7％ある。

 全体の集合研修実施回数および実施日数は図3－4、図3－5のようであった。回数、日数共に従

業員規模との関連で1％レベルの有意差が見られた。「5000人以上」と「29人以下」を除いては、概

ね同じ傾向のようである。（図3－6、3－7）

 業種別では、「情報・マスコミ」に25日を越える企業が多い。最初の導入研修に充分時間をかけて

いるのであろう。自動車販売職の半年を最長として、情報処理関連の3ヵ月、生命保険会社の75

日、証券会社の43日など、研修に専念する期間が長い企業はサービス業に多く見られるようであ

る。

 集合研修の実施状況は、業種や規模などによってかなり異なるが、研修期間の長さは調査前の予

想をはるかに越えるものであった。営業職

や情報処理などの専門職に対する研修期間

が、特に長いようであるが、その他の職種

でも、仕事から離れる集合研修に多くの日

数を割いている。しかも、男子新入社員と

合同で研修を受けるケースが、小売業など

でも多いようである。やはり、女子社員の

能力を男性同様に伸ばそうという、経営側

の強い意欲の表れと解釈して良いのではな

いだろうか。反面、小規模企業や製造業に

おいては、集合研修は全く実施されない

か、実施したとしても期間が短くなる傾向

が見られる。おそらく、これらの企業で

は、主にOJTによる新入社員教育が行わ

れているのであろう。

0
         （単位：％）
20       40       60       80       100

～29人

～49人     318   ”2含7   182

－99人     25     頷1勿   ・159

～299人  275 ％笏368勿Zi15 ・83∵15．・

心499人 186 窺9多 ｝1867’163116
－999人 282 纐甜瓜1・。377ユげ言’
～4999ノ㌧       31 1         279／    11 5 6 68 2   罵9 8，

5000人以．ヒ 261％貌勿81・3 217・

              ロ ロ ロ ロ ロ ロ      ロ        ロ  
22 7      9 1  犀篁冨印置罵置冨 冨置尾圃63 6，■冨冨罵 貫置冒胃属冨4圓冨買 昼≡ヨ1『rl

  國2回
・136・ロ3回

  ’蕊4国
・159・
D□5回

  ［コ6回以ヒ
  ．囚実施せず、

   NA

図3－6 集合研修合計回数（規模別）

0

         （単位：％）
20       40       60       80      100

～29人 1361蕊  ∴∵∴．・591，∵∴・∴∵櫨～3日

一・9人 318 18伽36・1＝i§罵gl樒＝1目

                  ’舗一12日
～99人  318 エ36182！91 ：≧5ρ1目一15日
一・・9人158217z l167・1258・∵i・：・ F＝lll

一・9・人1・髪驚・・7・・777116f16・融器、
～999人  128  垢后   154  231     103団実施せず、
                   NA
一・・99人 A98獅z1816・148岩2舳
5000人以ヒ217笏膨87…17413 174胃

図3－7 集合研修合計日数（規模別）
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3－4 女子新入社員教育で実施された内容

 これまで、通信教育や集合研修の状況か

ら、女子新入社員教育に対する経営側の積

極的な姿勢を見てきた。それでは、実際に

どのような：内容の教育が行われているので

あろうか。女子新入社員教育を実施した企

業のみを対象として、次の22項目から実施

項目を全て選んでもらったところ、図3－

8のような結果となった。

  「対人能力（電話・接遇）」「職場での人

間関係」「企業経営三二など経営一般」「人

事組織管理」「役割行動の養成」「組織・職

場の活性化」と、組織で働くための基本的

な内容が6位までを占めている。（図3一

  表1 教育実施項目の順位比較（業種別）

o 50

（単位 ％）

   100

電憂舌、 イ妾遇等

職場人間関イ系

企業終二二針

人事齢採敵管理

f灸害uそ丁重力養成

職場の活甦化

営業、賑充

CI介業風⊥

健康筈珂1

0A機番
文書f乍成管理

問題汗≠成解決

労f瓦関｛系

TQC
創遣性の開発

内外制会動向

同和教育

経理知融

資f吝耳くそ「｝

生産筈理

言“吾国匹撃感覚

その他

86

74

74

69

66

56

51

47

45

38

36

35

27

23

22

，21

20

19

14

11

5

5

図3－8 女子新入社員教育実施項目

表2 教育実施項目の順位比較（規模別）

教育内容項目

製  造

iN＝75）

卸売小ゲし

iN＝115）

金融証券

iN＝62） 教育内容項目

～99人

iN＝75）

～999人

iN＝177）

1000人～

iN＝75）

順 ％ 順 ％ 順 ％ 順 ％ 順 ％ 順 ％

1 亀話 接遇等 1 840 1 887 1 903 1 電話 接遇等 1 760 1 898 1 867

2 職場人間関係 2 了33 3 757 4 726 2 職易人間関係 ＊ 3 613 2 785 3 747

2 企業経営方鉗 5 627 2 765 2 758 3 企業糖4方劃 3 613 3 763 2 800

4 人匠ト組織管理 2 733 6 652 2 758 4 人事紐織管理 ＊ 5 52G 4 740 3 747

5 役割行動養成 4 680 5 670 5 613 5 役割行動養成 2 640 5 了12 6 560

6 職場の活性化 6 533 7 600 7 597 6 職場の活性化 6 467 6 605 6 560

7 営業、販売  ＊＊＊ 1ξ 293 4 730 10 435 7 営業、販売 8 427 7 531 8 533

8 C工企業風土 10 373 8 557 8 484 8 CI企業風土 10 333 8 463 5 600

9 健康管理 7 493 9 452 12 355 9 健康管理 7 453 9 44正 9 453

10 OA機器   ＊＊ 12 32Q 12 348 5 613 10 OA機器   ＊＊ 12 267 10 418 13 387

11 文書作成管理 8 413 10 365 1正 371 11 文」酌成管理 9 387 正2 316 11 413

12 問題形成解決 9 40G 11 35了 14 306 12 問題形成解決 11 280 11 345 10 427

13 労使関係 11 360 14 243 15 226 13 労使関係 17 133 13 277 12 400

14 TQC 15 267 13 261 19 145 14 TQC 14 213 16 203 15 293

15 利造牲の開発 16 2正3 14 235 16 210 15 創造門の開発 14 213 14 220 16 213

16 内外終済動向 林＊ 18 147 16 217 8 425 16 内外経済動向 ＊ 16 173 15 209 16 253

17 同和教育   ＊ 18 147 17 209 王3 339 17 同利教育   ＊＊＊ 18 93 17 164 14 373

18 経理知識   ＊ 17 173 18 202 18 194 18 経理知識 13 227 19 147 16 253

19 資格取得 20 107 19 139 16 210 19 資格取得 21 67 ｝7 164 19 173

20 生舜管理   ＊＊＊ 13 307 22 09 21 づ8 20 生再借理 19 80 20 141 21 53

21 石語国際感覚 22 26 20 17 22 113 21 言語国際感覚 19 80 21 40 22 27
22 その他 21 4G 20 17 20 113 22 その他 21 67 22 28 20 80

22項目平均 374 395 404 22項目平均 323 391 419

＊＊＊ρ＜0 001、 ＊＊♪く0 01、 ＊ρ〈O G5 ＊＊掌メ）＜0 001、 ＊＊ρ〈0 01、 ＊∫，＜0 05
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企業における女子新入社員教育 秘書教育への示唆

8）「企業経営方針」と「人事組織管理」は個々の企

業によって細かい内容は異なるであろうが、他の4

項目は概ね普遍的なもので、どの職場であっても共

通に必要とされる内容であると思われる。業種の特

徴によって多少順位が入れ替わることはあるが、

「電話・接遇」は常に首位であり、他の5項目も上

位を占めている。（表1）これらは、どの女性新入社

員にとっても入社上すぐに必要とされる知識・技能

であると考えられているのであろう。

 また、規模が大きくなるにつれて、実施項目が漸

増している傾向が22項目の平均から窺える。特に

「同和教育」においてその傾向が顕著である。（表

2）

表3 教育重要項目の順位比較（業種別）

o 50
（単位：％）

   10σ
言E言舌、 ま妾遇等 i

職場人間関係i

役害［1行動養成i

企業経営方針

職場の活性化i

OA機器
営業、販売

文警作成管理．i

健康管理

人事組織管理ii

問題形成解決li

創造性の関発、、

資烙取得

内外経済動向

経理知識

TQC
同和教育

労使関係   a

生産管理

言語国際感覚

その他

  図3－9 女子新入社員教育重要項目

表4 教育重要項目の順位比較（規模別）

教育内容項目

製   造

iN＝75）

卸売・小売

iN；115）

金融・証券

iN；62） 教育内容項目

～99人

iN＝75）

～999人

iN＝177）

1000人～

iN；75）

順 位 ％ 順 位 ％ 順 位 ％ 順 位 ％ 順 位 ％ 順 位 ％

1 電話・接遇等 1 79．5 1 80．5 1 79．4 1 電話・接遇等 1 73．3 1 81．9 1 78．8

2 職場人間関係 2 62．8 2 64．6 4 50．8 2 職場人間関係 2 68．0 2 65．5 3 5G．7

3 役割行動養成 3 52．6 3 58．4 ／ 2 54．0 3 役割行動養成 3 60．0 3 61．0 4 45．3

4 企業経営方針 ＼ 5 35．9 4 47．8 2 540 4 企業経営方針 4 42．7 4 45．8 2 52．0

5 職場の活性化 6 30．8 6 32．7 5 36．5 5 職場の活性化 5 32．0 5 36．2 7 28．0

／ 6 OA機器 ／ 8 26．9 ↑ 7 26．5 6 31．7 ／ 6 OA機器 ／ 9 25．3 ／ 6 32．2 10 21．3

7 営業、販売 ＊＊＊ 12 1L5 5 44．2 ／ 7 28．6 7 営業、販売 7 28．0 7 25．4 ／ 5 32．0

／ 8 文書作成管理林＊ ／ 4 43．6 9 21．2 12 17．5 ／ 8 文書作成管理 ／ 6 30．7 ／ノ 9 21．5 ／ 8 25．3

9 健康管理 9 23．1 8 22．1 13 15．9 9 健康管理 8 28．0 10 20．9 9 22．7

↓ 10 人事紐織管理＊＊ ＼ 6 30．8 ↓ 12 13．3 ↓ 8 23．8 ↓ 10 人事組織管理＊＊ ↓ ユ2 14．7
」． 12 15．3 ↓ 1ユ 20．0

11 問題形成解決 10 20．5 10 19．5
言 9 20．6 11 問題形成解決＊ 13 12．0 11 19．8

↑ 5 32．0

＼ 12 CI企業風土 11 17．9 ＼ 11 15．G 9 20．6 ＼ 12 CI企業風土 12 14．7 ＼ 12 15．3
↓ ll 20．0

13 創造性の開発 15 5．1 13 9．7 15 11．1 13 創造性の開発＊＊ 11 17．3 13 9．0 17 5．3

↑ 互4 資格取得
↑ 15 5．1 f M 6．2 ／ 13 15．9 f M 資格取得 ↑ 16 5．3 ／ 14 7．9

↑ 13 12．0

15 内外経済動向＊＊ ／ 15 5．1 18 4．4 9 20．6 15 内外経済動向＊ ＼ 19 2．7 15 7．3 ／ 13 12．0

16 経理知識  ＊
↑ 12 11．5 ／ 14 6．2 16 3．2 16 経理知識 14 9．3 17 4．5 16 9．3

＼ 17 TQC    ＊＊＊ 14 6．4 ＼ 17 5．3 19 1．6 ＼ 17 TQC 16 5．3 16 5．1
 1
P715・3

18 同和教育 18 3．8 ／ 1q 6．2 ↓ 19 1．6 18 同和教育  ＊＊＊ ＼ 21 1．3 ＼ 2G L7 ↓ 15 10．7

↓ 19 労使関係 ↓ 18 3．8 ↓ 19 2．7 16 3．2 ↓ 19 労使関係 18 4．0 ↓ 18 2．6 ↓ 19 4．0

20 生産管理
↓ 18 3．8 21 0．9 19 1．6 20 生産管理 ＼ 15 6．7 18 2．6 22 0

21 言語国際感覚 22 0 20 1．8 22 0 21 言語国際感覚 19 2．7 20 1．7 21 L3

22 その他 21 L3 21 0．9 16 3．2 22 その他 21 1．3 22 0．6 2・12．7

＊宰零p〈0，001、＊＊p〈0．Ol、索pく0，05

／＼順位が3又は4ランク変動した項目

↓↑順位が5ランク以上変動した項目

＊＊＊pく0．OD1、＊＊p〈0．01、＊p〈0．05

／＼順位が3又は4ランク変動した項目

↓↑順位が5ランク以上変動した項目
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3－5．女子新入社員教育の重要項目

 次に、同じ教育内容22項目の中から、女子新入社員にとって最も重要と思われるものを5項目ま

で選んでもらった。回答企業の過半数が選んだのは「対人能力（電話・接遇など）」「職場での人間

関係」「役割行動の自主性の養成」の3項目であった。実施率の順位と比較すると、「役割行動の自

主性の養成」が5位から3位に浮上していることは大変興味深い。順位としては、経営、組織、労

使に関する項目が大きく低下し、逆に「業務に必要な資格」「文書管理（作成・処理など）」

「OA・コンピュータ」などの項目が上っている。（図3－9）業種別、規模別の傾向は、表3、表4

のようであっごた。

IV．秘書教育への示唆

 女子新入社員研修に関する調査結果を様々な角度から考察したところ、次の傾向が推察された。

  ①女子社員の能力開発に対する経営者側の意識の高まり

  ②入社時の男女合同教育の普及

 これには、次のような背景があったと考えられる。

  ・昭和61年の「男女雇用機会均等法」施行後、企業の入事政策が見直しを迫られていた。

  ・生活関連サービス業の急成長により、女性の企業内での役割が増した。

  ・好景気を反映して人手不足が深刻化しており、女性の能力の活用が不可欠であった。

 最後の背景である人手不足は、その後の景気の後退により解消しているが、それによって女子社

員の能力開発の必要性が減じたとは考えにくい。なぜならば、収益の悪化により企業は経営のスリ

ム化を余儀なくされ、リストラの名のもとに積極的に人員削減を行ってきているからである。女性

への採用門戸は狭くしても、一旦採用すれば、経営者は従来以上にその能力を活用しなければなら

ないのである。

 今回の調査では、特にサービス業や中規模企業における女子社員教育に対する積極的な姿勢が感

じられた。本学の卒業生の多くがこれらの企業に就職していることを考えたとき、この結果は、本

学における秘書教育のめざす方向についての多くの示唆を与えているように思われる。

 また、日本の雇用システムの中では、勤務年数が長くなるほど男女の職位に開きが生じ、教育の

機会の不均等が増大することが多い。それに伴い、教育プログラムも、男女間で内容に大きな違い

が生じる。しかし、新入社員研修が男女合同で実施されることが多いということは、少くとも入社

時点では比較的均等な教育の機会が女子社員にも与えられてきていることを表す。それでは、この

ような企業における人材開発の傾向に対して、送り手の短期大学としては、どのように社会人準備

教育を企画し、実施していけば良いのであろうか。

一204一



企業における女子新入社員教育：秘書教育への示唆

 調査結果によれば、業種に関係なく

企業の人事担当者が女子新入社員教育

において重要であると考えている内容

の上位5項目は、「電話・接遇などの

対人能力」「職場での人間関係」「役割

行動の自主性の養成」「企業の経営：方

針など経営一般」「組織・職場の活性

化」であった。それぞれの項目の具体

的な内容は、個々の企業文化や経営方

針によって多様であろう。しかし、そ

れらの理解と定着を促進する意味で、

求められる能力の開発を在学中にス

タートにおくことは、雇用側と新入社

員側の双方にとって大きなフ．ラスであ

ると考えられる。現在の秘書教育が、

これらの内容にどのように対応できて

いるのかを、カリキュラムの面から検

証してみることにする。

 全国大学・短期大学実務教育協会

（以下「全顎協」）の規程によれば、

「上級秘書士」と「秘書士」の認定に

要する科目・単位数および本学英語英

文科対応科目は表5、表6の通りであ

る。

 また、女子新入社員教育重要項目の

内容は秘書関連科目においてのみ教授

されるものではないが、あえて本学英

語英文科の秘書教育科目と対応させる

と、表7のようになると考えられる。

回答企業の8割が重要項目として選

び、86％が実施した「電話・接遇など

の対人能力」は、「秘書実務」で主に扱

科 目 名 形 態 単位 対応科目（単位数）

秘書学概論 講義・演習 2～4 秘書学概論（2）

経営学概論 講義・演習 2～4 経営学概論（2）

人間関係論 講義・演習 2～4 社会心理学（2）

国際理解 講義・演習 2～4 異文十三コミュニ
Pーション論（2）

言葉と表現 講義・演習 2～4 対照言語学（2）

オフィススタディ 講義・演習 2～4 開講せず

秘書実務 演習・実習 2～4 秘書実務（2）

国語表現 講義・演習 2～4 国語表現（2）

事務管理 講義・演習 2～4 事務管理（2）

実用外国語 講義・演習 2～4 秘書英語（2）

事務機器実習 演習・実習 1～2
事務機器演習A／B
i2）

選 軍

L 目

秘書教育に関連があり、本筋会の

R査委員会において承認された科
ﾚ20単位以上

簿記会計、法学概論、

ﾀ務英語、経済学、

ﾂ境科学、英米文学
T論時事英語、英会

bなど

科 目 名 形 態 単位 対応科目（単位数）・

秘書学概論 講義・演習 2～4 秘書学概論（2）

秘書実務 演習・実習 2～4 秘書実務（2）
必修科目

国語表現法 講義・演習 2～4 国語表現（2）

事務管理 講義・演習 2～4 事務管理（2）

事務機器実習 演習・実習 1～2 事務機器演習A／B（2）

選択科目

オフィススタディ・人間関係論・

ﾀ用外国語・ビジネス関連法規・

o営概論・簿記・会計学・難局処
攪_・社会心理学・事務管理演習・

糟齦¥現演習・秘書実務演習の中

ｩら3科目6単位以上を含む14単
ﾊ以上

社会心理学（2）

@学概論（2）
﨣�?搖T論（2）
髀痩p語（2）
ﾀ務英語または時事：英語

i2）

p会話IA（2）
p会話IB（2）

表5 「上級秘書士」称号認定に要する科目・単位数

＊秘書学概論を含め3科目以上10単位以上、＊＊5科目について！0単位以上

 表6 「秘書士」称号認定に要する科目・単位数

表7 女子新入社員教育重要項目に関連する科目の内容

順 教育重要項目 秘書教育における主な対応科目

1 対人能力（電話・接遇など） 秘書実務

2 職場人間関係 人間関係論・社会心理学

3 役割行動の自主性の養成 秘書学概論、秘書実務など全般

4 企業の経営方針など経営一般 経営学概論・秘書学概論

5 職場の活性化 秘書学概論、秘書実務など全般
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われている。これは「上級秘書士」「秘書士」必修の通年演習科目で、秘書教育の中心科目の一つで

ある。また、重要項目、実施項目ともに2位の「職場での人間関係」は「人間関係論」や「社会心

理学」の中で主に扱われている。重要項目としては4位であるが、実施率は2位である「企業の経

営方針など経営一般」は、「上級秘書士」課程では卒業要件外で教授され、「秘書士」課程において

は、「秘書学概論」の関連内容としてごく一部を扱うにとどまっている。秘書教育の充実と職業意識

の酒養の為にも、「経営学概論」が「秘書士」「上級秘書：士」の両課程において卒業要件内で開講さ

れること．が、望ましいと思われる。

 これら3項目に比べて、「役割行動の自主性の養成」や「組織・職場の活性化」は、特定の科目で

扱うというよりも、．むしろ、「秘書学概論」「秘書実務」などの秘書教育関連科目全体が、さらには

教養科目、専門科目をも含めた種々の科目全体が、互いに補完し合いながら、職業人・社会人とし

ての総合的な資質を酒養するという意味合いを持つと思われる。このように、技術や知識の教授に

とどまらず、総合的な人格教育をも担い、社会や学生のニーズに応えることを目指す秘書教育を推

進するには、その目的に合致した教授・学習法の開拓が必要となる。秘書学会などでは、その点に

関する研究発表も近年盛んになされている。

 例えば、秘書教育の中心科目とも言える「秘書実務」は、従来「業務処理における知識・技能を

内容とするものが多い」とされるが、天野恒男はその傾向に疑義を抱き、「秘書実務教育のねらいと

方法についての試み」の発表の中で、秘書実務教育のねらいを次のようにまとめている●8）

 （1）秘書業務を含めたビジネスに関する基本的知識・技能の習得

 （2）適正なものの見方・考え方の滴養

 （3）実践的・総合的応用力や問題解決能力の開平

 （1）は当初から「秘書実務」の典型的な教育内容とされて来ているが、（2）（3）の意図する

ところは「役割行動の自主性の養成」や「組織・職場の活性化」などに関連する教育内容であると

思われる。同氏によれば、（3）の「実践的・総合的応用力や問題解決力」は（1）と（2）を踏ま

えて獲得される能力であり、（a）コミュニケーション能力、（b）情報活用力、（c）リーダーシッ

プ、（d）総合判断力、（e）問題解決力などを含む。本調査結果によると、「問題形成・問題解決」

能力は、女子新入社員教育の内容としては、未だ企業の人事担当者によってあまり強くは認識され

ていないようであるが、社会情勢の変化から今後ますます求められる能力であると思われる。

 （1）の知識や技能の修得のみならず、（2）や（3）の資質の養成をも含んだ秘書実務教育の手

法として、天野は「ロールプレイング」「創造性開発技法」「セブンクロス法」「教育ゲーム」「ビジ

ネスゲーム」「ケーススタディ」「インバスケット」などの様々な手法を目的に合わせて授業に導入

することを提唱している。

 その他、比較的新しい試みとして、菱田らによる「交流分析」を応用した授業展開9｝、勝田らによ
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る「シミュレーション手法」を導入した指導例10）なども報告されている。また松下丁子（1994）によ

れば、rKJ法」は秘書実務教育に限らず、情報教育など多方面で用いられ始めているようである。

これらの教育技法の中には、担当者側に準備や訓練の負担が大ぎくかかるものも多々あるようであ

るが、期待された効果を上げていると聞く。

 このように、「役割行動の自主性」など、単なる技術や知識を越えた能力や資質を求める企業の

ニーズに対応するには、伝統的な教育手法に加えて、これらの様々な手法の特徴を理解し、目的に

応じて効果的に導入することが必要であると思われる。そして、これは「秘書実務」などの演習科

目に限らず、講義も含めて、秘書教育課程の全ての科目に言えることであろう。

 筆者は「上級秘書士」「秘書士」の必修講義科目である「秘書学概論」を担当しているが、教

授・学習法の開発については、試行錯誤の連続である。昨年度の最後の授業に、初めて「インバス

ケット」を導入してみた。「秘書実務」における演習によく用いられる技法ではあるが、講義と関連

させながらの導入も、効果的であったとみえて、履修生には非常に好評であった。秘書教育課程は

理論関連・実務関連の様々な科目で構成されているが、担当以外の科目の内容や技法も踏まえて、

相互の補完性を強めることによって、それぞれの教育効果をも高めることができると思われる。ま

た、教科担当者は未経験の教育技法を修得することによって、自らの教授法の選択の幅を広げるこ

とができ、履修者のニーズにも柔軟に応えることができる。新しい教育技法を学ぶ場や機会は決し

て多くはないが、学会活動や研究サークル活動などの情報交換の場を通して、積極的に取り組んで

いきたいものである。

 大津（1993）は、「秘書の職務設計モデル」の中で、「キャリア・パスが示されることが、従業員

を動機付け、自己啓発の原動力となる」と述べている。そして、企業においてその方向への転換が

進行中であるという証拠を見いだしている。ある大手スーパーで嫉、総合職として入社後一年が経

過したばかりの本学卒業生を、本年4月から別の店舗に転勤させ、そこでの業務を改善するという

責任ある職を与えることにしたと聞く。彼女が受けた新入社員教育は、男性新入社員のそれと全く

同じであった。その報に、遅々としてではあるが着実に女性のキャリア・パスが進行しつつあると

の実感を得ることができた。秘書教育即ち社会人準備教育は、女子学生のみを対象にしたものでは

ないが、仕事を通して自己実現を目指そうとする女性と、女性の能力を開発しようとする企業の間

をつなぐという役割も担っていく上で、担当者として励まされるエピソードのひとつであった。

（注）

1）㈱日本コンサルタント・グループ（1984）r企業内教育訓練実務便覧』pp．11－13

2）日本経営者団体連盟、㈱日本産業訓練協会共編（1990）r第7回産業訓練実態調査：1990年度企
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業内教育に関する総合アンケート調査最終報告』p．149

3）大宮登「秘書機能を考える」1993年の日本秘書学会第12回全国大会における口頭発表

4）今林宏典「秘書に求められる能力と対処行動について」同全国大会における口頭発表

5）川村郁夫「秘書学の研究対象に関する一考察」同全国大会における口頭発表

6）日経連役員企業、関東経営者協会会員企業、日産訓会員企業、及び上場企業計3974社を対象と

 して、アンケート調査を行い、回収率15．5％であった。

7）本調査では1企業1データとする必要があったため、複数のプログラムを実施している企業に

ついては㌦事務一般職の短大卒女子新入社員のケースをデータとして用いた。また、本調査で

 ば、実施時間の長さや日数の多少に関わりなく、連続して集合研修が行われた場合に1回と数え

 ている。従って、1日の薪修も2泊3日目宿泊研修も同じ1回となる。同様に日数についても、

 時間の長さに関わりなく、集合研修が実施された日を1日と数えている。

8）天野恒男「秘書実務教育のねらいと方法についての試み」1992年度の日本秘書学会第11回全国

 大会における口頭発表

9）菱川陽子他「秘書実務における交流分析の応用」1994年度の日本秘書学会第13回全国大会にお．

 ける口頭発表

10）勝田喜美子他「シミュレーション手法を用いた秘書実務教育」1993年度の日本秘書学会第12回

 全国大会における口頭発表
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